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会
議
名 

令和３年度（２０２１年度） 第２回宝塚市子ども審議会 

日
時 

令和４年（２０２２年）３月２８日（月） 

午後３時００分～４時３０分 
場
所 

中央公民館１階 ホール 

出
席
者 

委員 

伊藤篤、中谷奈津子、松島京、治部陽介、大西登司恵、山本洋子、西浦裕子、椎山美恵

子、石井宏尚、波多野靖明、木田繁子、山田愼治、菅沼玲子、石井克馬（敬称略） 

                             計１４名（欠席５名） 

事務局 子ども未来部長、子ども家庭室長、子ども育成室長、子ども政策課長、同係長、同係員 

拡大 

事務局 

子育て支援課長、子ども家庭支援センター所長、子ども発達支援センター所長、子ども

育成室長、保育企画課長、同副課長、保育事業課長、青少年課長、人権男女共同参画課

長、健康推進課長、学事課長、学校教育課長、幼児教育センター次長、教育支援課長 

                             計１４名（欠席１名） 

会議の公開・非公開 公開 傍聴者 なし 

内 容（概要） 

 

１ 開会 

 

２ 会議の成立について 
委員１９名中１４名出席 宝塚市子ども審議会条例第６条第２項の規定により、委員の過半数以

上の出席があったため会議は成立している。 

   また、本日の会議は公開とする。傍聴者はなし。 

 

３ 議題 

（１）宝塚市次世代育成支援行動計画個別事業取組状況について（令和４年度（2022年度）計画） 

 ○事務局から資料①に基づき、宝塚市次世代育成支援行動計画「たからっ子『育み』プラン」個

別事業取組状況（令和４年度（2022年度）計画）の新規事業について説明。 

会 長： 保育事業課の新規事業について、上半期は新規事業であるが、下半期からは補助の対

象が増えるから下半期の部分で拡充ということでよいか。 

事務局： 対象が下半期から増えるというものではなく、保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特

例事業助成金は上半期分だけを助成金として各施設に給付し、下半期も施設型等給付事

業として同じ額を助成するものであり、お金の出どころが違うということである。 

会 長： 施設型等給付事業はなぜ新規事業ではないのか。 

事務局： 施設型等給付事業は従来からある事業である。 

会 長： それぞれ別の事業であり、連動はしていないということでよいか。 

事務局： そうである。 

   委 員： 今の説明のなかであった、保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業助成金につい

てだが、上半期と下半期を分けている理由は、国が上半期分しか確約していないため、

それに関連して上半期と下半期に分けてそれぞれの事業で給付をしていると認識してい

るが間違いないか。４月から９月までについては国からの確約がとれているが、それ以

降は決まっていないため、上半期と下半期に分けて給付するという形にしているのか教

えてほしい。 

   事務局： 保育士の施設型給付の公定価格は国の人事院勧告に連動しているのだが、令和３年度

は人事院勧告でマイナス３％となったので、本来であれば令和３年度の施設型給付の公

定価格も引き下げになるものを令和４年度で引き下げる予定であったが、保育士の処遇

改善等のため、令和４年度のこの引き下げ分については、引き下げ分を給付額にプラス

し、相殺するという対応となった。令和４年度の下半期分については、次回の人事院勧

告の変動を踏まえて計算をする予定である。今時点では上がるか下がるか未定の状態で
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ある。予算が確保されていないから二つの事業に分けて給付しているというわけではな

い。 

   委 員： 保育事業課の新規事業について、予算が確保されていないからではないということは

理解した。関係団体からは、包括方式でなく積算方式で出してほしいと要望しているが、

まだそれについては決定していないと聞いている。 

一点質問だが、保育事業課の新規事業について、６７，５７０千円の予算の中で市内

私立保育園・小規模保育園・認定こども園・幼稚園において処遇改善を実施するとのこ

とだが、公立の先生の処遇改善はどのようにしていく予定か。 

   事務局： 公立の保育所の保育士の処遇改善についても、国から示されている。公立の保育士は

行政職の給与表を使っているため、公立の保育所で勤務する正規職員については現状通

りとなる。ただ、会計年度任用職員の担任を持っている職員については、一部補助金を

使って処遇改善を実施したいと考えている。 

   委 員： 公立私立関係なく、処遇改善がされることはうれしく思っている。計画に記載されて

いる予算額６７，５７０千円に公立の一部の職員の処遇改善分が含まれるということで

よいか。 

   事務局： 拡充事業としては書かれていないが、３５ページのＮｏ．２３０３「市立保育所保育

実施事業・施設型等給付事業」のうち「市立保育所保育実施事業」に含まれている。人数

としても４０～５０人程度であり数字として大きくないこともあり拡充事業としてあげ

ていない。 

 

 

 ○事務局から資料①に基づき、宝塚市次世代育成支援行動計画「たからっ子『育み』プラン」個

別事業取組状況（令和４年度（2022年度）計画）の拡充事業について説明。 

  

 会 長： ご意見やご質問はあるか。 

 委 員： ３つある。１つ目が８ページのＮｏ．１２２７「離乳食学級」についてだが、基本的

なことをきかれるお母さんが多いとのことだが、どういった内容か。 

 事務局： まず、離乳食の開始時期を５か月からと案内すると、「私は７か月からしたい」や「１

歳からでいいと思う」といったことを言われることがある。様々な情報がある中で、自

分で情報を選択し、実践してみたが上手くいかなかったというような相談もある。また、

２０年程前には、離乳食を開始する前に果汁を与えた時期があったのだが、現在は果汁

を与えるということはしておらず、時期がきたら重湯から始めると案内している。しか

し、先輩ママさんから「まずは果汁をあげる」ということを聞いて、果汁をあげたら甘

いので果汁ばかり飲んでしまい、重湯をあまり食べてくれないといった相談もある。 

 委 員： ２つ目は、２１ページのＮｏ．１５０７の「自立支援教育訓練給付金事業」について

だが、これは父または母が訓練を受けてその訓練費用を支給する事業ということか。そ

れとも、お子さんが就業訓練を受ける場合の費用を支給するものか。 

 事務局： 対象は母子家庭のお母さんまたは父子家庭のお父さんである。お子さんへの給付金で

はない。 

 委 員： ３つ目は、３５ページの中のどの項目は分からないのだが、最近園への資金提供にお

いて、特別なケアが必要な児童への加配支援がひとつ大きなテーマになっていると思う

が、加配の職員への支援はどこかに含まれているか。 

 事務局： 保育所に入られるお子さんの中で、発達の遅れがみられるお子さんや、障碍を持って

いるお子さんへは保育士を加配している。その分の人件費の補助について、私立保育所

は３５ページのＮｏ．２３０４「私立保育所助成事業」で補助をしている。 

 委 員： 離乳食学級について、開催回数を１２回に増やし２回をオンライン開催するというこ

とだが、コロナの状況がわからないなかで、今後対面を予定していた講座をオンライン

に変える予定もあるのか。１２回のうち１０回は対面を想定しているということだが、

コロナの影響で開催出来ないことがあった場合はどのようにサポートしていくのか。 

 事務局： 離乳食学級のオンライン開催についてだが、これまでも対面で開催を予定していたも
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のでオンラインに変更したこともあった。しかし、オンラインは受講者にとってもハー

ドルが高いようで、慣れていない方は案内文を送っても参加されなかったり、カメラを

ずっとオフにして顔が見えない状態で講座を行ったりした。現場で子育て中の保護者と

関わっていると、対面で話をしたいと思っている方が多くいることを感じるので、今後

も状況が許す限りは対面で開催していきたいと考えている。 

 委 員： ６０ページのＮｏ．５２０２「子育て支援メールマガジン配信事業」について、きら

きら子育てメールをメールマガジンからライン配信に切り替えた理由は何か。地域の中

でも、公式ラインを使った自治会が増えてきているが、そういったことが関係している

のか。 

 事務局： 今の子育て世代の方がメールを利用される方よりもラインを利用している方が多く

なってきているという背景がある。メールを導入した平成２８年度にはまだ本市の公式

ラインがなかったのでメールで配信していたのだが、今は他の自治体もラインに切り替

えをしているところもあり、ラインに切り替えることで、利用される方の数が増えたと

いうデータもある。今メールを登録している方がスムーズに切り替えが行えるよう、移

行期間を１か月設けて、ラインへの切り替えのお願いをしていく予定である。 

 委 員： ２１ページのＮｏ．１５０７「自立支援教育訓練給付金事業」についてだが、教育訓

練講座の内容を教えてもらいたい。上限４０万円とのことだが、講座終了後に給付され

る場合、ひとり親の生活困窮世帯の方が４０万円という高額な金額を負担するのが難し

い場合もあると思うが、この制度を活用する以前に貸し付け等を行う仕組みはあるのか

の２点について教えてもらいたい。 

 事務局： 講座については、介護福祉士の実務者研修等や簿記や宅建等の資格取得のための講座

があり、厚生労働省がホームページで公開している。地域性も加味され、市長が認める

講座を受講できることになっている。今までは上限２０万円だったのだが、今回の改正

で４０万円まで給付できることになり、受けられる講座の幅が広がったことによって、

より就職につながりやすい講座の受講が可能となった。 

      貸付については、本市では行っていないのだが、社会福祉協議会で就職を支援するた

めの貸し付けの事業があるので、必要に応じて案内している。 

 委 員： ８ページのＮｏ．１２２７「離乳食学級」について、先ほど対面の講座をオンライン

に切り替えて行ったこともあったということだったが、離乳食学級だけでなく、現在実

施している講座のなかで、どれくらいの方がオンラインを利用しているのか、また、今

後のオンライン実施の見込み状況を教えてもらいたい。 

 事務局： 実施数は手元にないのだが、宝塚市助産師会に委託している両親学級については、オ

ンラインで実施していただいている。産前産後サポート事業についても、感染状況に

よってオンラインで相談を受け付けている。個別のケースでも、感染状況によって家庭

訪問が難しい場合等、オンラインで相談を受けるケースがあるが、数としては多くない。

オンラインでの参加になると、背景に家の様子が映ってしまうことを懸念されるケース

があったり、Zoom自体が安全なものなのか心配されるケースもあったりと、浸透するに

はまだ少し時間がかかるのではないかと思う。 

 委 員： オンラインで参加できる場を増やしていくのであれば、不安感が払拭できるようなこ

とも併せて考えていけるといいのではないかと思う。 

 委 員： ６０ページのＮｏ．５２０２「子育て支援メールマガジン配信事業」について、メー

ルマガジンをラインに切り替えるということで、ラインを使って広報を行ったり、相談

の受付を行ったりということも想定されているのか。 

 事務局： メールマガジンでしていたことと同じ内容をラインで配信していく予定である。メー

ルマガジンでは、正常発達の内容を配信しており、そこに市からの案内として講座や健

診の案内を一緒に配信している状態である。ラインに切り替わってからは、相談の窓口

となることも考えている。 

 

 会 長： 新規事業・拡充事業以外の事業について、ご意見やご質問はあるか。 

   委 員： ３８ページのＮｏ．２４０１「民間放課後児童クラブ運営支援事業」について、前回
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もお話したが、保育所・保育園の待機児童もそうなのだが、育成会の待機児童が急激に

伸びていると思うが、現状の数字を教えてほしい。低学年で入れなかったお子さんがど

こで受け入れてもらえるのか、前回発言した時からどのように状況が変わったか教えて

もらいたい。事業内容に、「希望すればいつでも入所可能な状態を構築する」と記載され

ているが、私が実際に聞いている現状と事業内容が乖離しているように感じる。育みプ

ランの８３ページに放課後児童健全育成事業の量の見込みと確保方策が記載されてい

るが、量の見込みと確保方策が合致しているのかということも含めて説明いただきた

い。 

   事務局： 放課後児童健全育成事業についてだが、令和４年度の入所申請の受付が完了した状況

であるが、まだ最終の数字は確定していない。集計途中ではあるが、校区によっては多

くの待機児童がでてしまっているところも実際にあるような状況である。また、育みプ

ランに記載されている量の見込みと確保方策については、学校区ごとに、これまでの子

どもの年齢構成や地域の状況をみながら推計をだしたところであるが、転入等や入所率

の増減があり、計画策定時の数字から乖離が出てきている状況である。量の見込み方に

ついても、今後どういった形がより正確に流れを読むことができるか研究して精度を高

めていく必要があると考えている。今後中間年の見直しも予定されているので、その中

で修正していき、それぞれの校区ですべての預かりを行えるように方策をとっていきた

いと考えている。 

   委 員： 幼児の発達について、加配支援の必要な子どもがその支援を受けるまでに相談できる

窓口があると思うのだが、現状問題を抱えている子どもが多くなってきていて、保護者

に相談窓口を案内しても、相談を受けるまでに期間がかなり掛かってしまうという状況

がある。子ども発達支援センターで開発をしていただくことで、発達の早期発見や支援

につなげることができると思う。市としての考えを聞かせてほしい。 

   事務局： 発達の課題や特性を持っているというよりは、発達の課題や特性をもっているかどう

なのかというところの相談が多くある。電話で相談をしたいということであれば子ども

発達支援センターの職員が対応し丁寧に聞き取りを行うことができるが、ドクターとの

相談ということになると、枠に制限があり予約がなかなかできない状況が続いている。

子ども発達支援センターとは部署が異なるのだが、令和５年２月から子ども家庭総合支

援拠点を設置する予定である。その中で仮称ではあるが、子ども総合相談課が設置予定

であり、発達相談を含め、幅広い相談を受けていきたいと思っている。 

   委 員： 学力の保証に興味と関心を持っているのだが、４２ページ、４３ページの「学力向上

推進事業」について、それぞれ事業を継続していくことはよいことだと思うが、Ｎｏ．

３１２４「地域人材を活用した小学校英語教育支援充実事業」が廃止となるとなってお

り、その理由が県からの補助金がなくなったからとのことだが、そういう理由で廃止は

してほしくないと思う。もう一点は、地域寺子屋事業でボランティアとして参画してい

るのだが、月に一度程度しか実施できておらず、子どもたちの様子をみると、少しアド

バイスをするだけですぐに興味を持って取り組んでくれるということも目の当たりに

しているので、この「学力向上推進事業」はとても大事な事業であると実感している。

廃止を含めた４項目について、どのように考えているか。 

   事務局： 「地域人材を活用した小学校英語教育支援充実事業」については、小学５年生・６年

生で週に２時間、３年生と４年生でも週１時間教科の中で指導することになり、担任や

英語の専科が指導することになったことにより、県からの補助がなくなったという経緯

がある。「たからづか寺子屋事業」については、コロナ禍で放課後学習がなかなか進んで

いないという現状がある。市内１４校で実施を目指してやってきたが、予定通りに進ん

でいないところもある。今後も地域の方と学校とで相談しながら進めていくことになる

と考えている。 

   委 員： ５０ページのＮｏ．３５０８「スクールカウンセラー配置事業」について、民生委員

の活動のなかで学校訪問を行っているのだが、中学校では不登校・ひきこもりの生徒が

数多くいるが、人材が不足しているという理由からスクールカウンセラーが月２回しか

こないという状況である。人材を充実させてもらいたいがいかがか。 
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   事務局： スクールカウンセラーのニーズについては、年々高まりを見せている。スクールカウ

ンセラーの配置については県の事業であり、本市としても人員の増や配置日の増につい

て強く要望を出しているところである。現在本市の小学校、中学校の１９校を拠点校と

として週に１回スクールカウンセラーを配置している。残りの学校については連携校と

して大体月に１回配置している状況である。連携校に通われているお子さんや保護者の

方が拠点校に赴いて相談をすることも可能である。令和４年度から中山台小学校が開校

となるが、統合に向けての不安等を相談する場を確保するために、県の事業とは別に週

１回スクールカウンセラーを配置する予定である。 

   委 員： ５７ページのＮｏ．４２１４「いじめ防止基本方針等の策定」についてだが、現在何

学級が実施しているのか、また、実施後どういった変化があったのか教えてほしい。 

   事務局： 子どもへの暴力防止プログラムについては、小学校全校で実施している。３年生で実

施する学校と４年生で実施する学校があるが、３年生か４年生で必ず学習することにな

る。実際には外部の団体の方に来ていただき指導していただいている。プログラム終了

後には、教師と生徒から感想を聞き取り、振り返りを行っているが、統計等をとること

まではできていない。 

   委 員： 今後はデータ分析をしてだければと思う。いじめについては、今後認知件数としては

増えてくると思うので、その件数が減るための検証をしてもらえればと思う。 

 

 

５ その他 

   ○事務局より事務連絡。 

   事務局： 子ども家庭総合支援拠点について、第１回子ども審議会でも報告させていただいてい

たが、子ども条例を改正し、子どもの年齢に応じた切れ目のない支援を各分野で連携し

て実施できるよう、保有する情報の共有ができるシステムの導入を進めている。令和４

年度子ども審議会で進捗の報告を行う予定である。 

        また、令和４年度に子ども・子育て支援事業計画の中間見直しを行う年度となってい

るため、計画上乖離が発生する部分について、見直しを進めていく予定である。子ども

審議会の委員の皆様に諮りながら進めていく。中間見直しなどを行うため、令和４年度

の子ども審議会の開催回数がいつもより多くなり、３～４回程度開催する予定としてい

る。日程調整など改めてさせていただく。 

        子ども審議会の委員報酬の支払いについて、マイナンバー制度の導入に伴い、報酬支

払いに係る源泉徴収事務にマイナンバーの確認が必要となっている。毎年の確認が必要

であり、令和４年は今回が１回目の支払いとなるので、お席に置かせていただいている

債権者番号（登録・確認）依頼書などの確認と、必要な書類の記入をお願いしたい。審

議会終了後に職員が順次確認に回るので、会議終了後もしばらくお待ちいただきたい。

Zoom参加の委員の方へは、別途メールを送付させていただく。 

 

 

閉会（子ども未来部長謝辞） 

 


